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（１０：００） 

議 長 ご起立願います。おはようございます。ご着席ください。  

  ただいまの出席議員は１４名です。定足数に達しておりますので、平成２

９年９月川棚町議会定例会を開会いたします。 

これから本日の会議を開きます。 

（１０：００） 

議 長 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本定例会の会

議録署名議員は、川棚町議会会議規則第１２５条の規定によって、小田成実

議員及び福田徹議員を指名いたします。 

議 長 次に、日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  お諮りします。本定例会の会期は、お手元に配布をしております会期日程

案のとおり、本日から９月２９日までの１８日間と決定したいと思います

が、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議 長 異議なしと認めます。したがって、本定例会の会期は、本日

から９月２９日までの１８日間と決定をいたしました。 

（１０：０１） 

  なお、議事日程につきましては、お手元に配布のとおりであります。 

議 長 次に、日程第３、諸般の報告を行います。 

  去る、７月１５日佐世保市において「平成２９年度東彼杵道路建設促進期

成会総会」が開催をされました。 

決議文の中で、現在、県北地域から県央・県南地区へ向けた唯一の生活・

産業の基幹道路である国道２０５号は、ほとんどの区間が、片側１車線の道

路であり、事故や災害発生時には、大きな迂回を余儀なくされ、日常生活や

観光など経済活動に、著しく支障をきたしている状況にある。  

一方で、高規格道路整備による効果として、企業誘致による新たな雇用創

出、観光客の増加による、経済好循環が生まれ始めているとして、今年度

は、これらの現状を踏まえ、①国道２０５号針尾バイパスの早期完成。②国

道２０５号佐世保市から東彼杵町（東彼杵道路）の計画段階評価への早期着
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手。③国道２０５号に係わる道路改築事業及び交通安全対策事業の整備促進

を図ること。を、決議すると共に、道路財源の確保について特別決議を行

い、建設実現に向けて国及び県等へ強く要望していくことを決定をいたして

おります。 

次に、７月２８日川棚町において「平成２９年度第２１回長崎県大村東彼

地域基幹農道建設促進期成会総会」が開催をされ、「大村東彼地域基幹農

道」の早期建設を実現するため、期成会の総力を結集し、「川棚西部地区」

の早期完成に向けて、関係機関・団体との連携を強化すること等を確認し、

事業の進捗状況等について説明を受けております。 

次に、８月１６日長崎市において、平成２９年度「長崎県後期高齢者医療

広域連合議会」定例会が開催をされました。主に、平成２８年度一般会計歳

入歳出決算、特別会計歳入歳出決算の審査を行い、認定し、閉会をいたして

おります。 

その他の諸報告につきましては、お手元に配布した「議長諸報告」が、６

月定例会以降、私が主に出席をした会議であります。 

その他、お手元に配布をしておりますとおり、例月出納検査の結果に関す

る報告書が、６月実施分、７月実施分、８月実施分が監査委員から提出をさ

れておりますので、ご一読を願います。 

陳情第３号、「地球で生き続ける為の地球社会建設希望決議を、今、して

頂きたい陳情書」については、配布とさせていただきます。  

なお、県議長会主催の「議員研修会」及び「委員長研修会」、波戸議員、

福田議員が参加した「国際文化アカデミー研修」の報告書は、後ほどご一読

を願います。 

以上で、私からの報告を終わります。 

  （１０：０５） 

議 長 次に、日程第４、行政報告を行います。 

  町長から行政報告の申し出がありましたので、これを許可いたします。  

議 長 町長。 

町 長 皆様おはようございます。 

本日、ここに平成２９年川棚町議会９月定例会を招集いたしましたとこ

ろ、議員の皆様方には、ご健勝にてご出席を賜り、定刻開会をいただきまし
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て誠にありがとうございます。それでは、行政報告を２件させていただきま

す。 

まず、１件目でありますが、第７２回国民体育大会ホッケー競技が１０月

１日から５日まで、愛媛県において開催されますが、その大会への出場をか

けて、九州ブロック大会が先月２５日から２７日にかけて川棚大崎自然公園

交流広場、川棚高校ホッケーグラウンド及び佐世保市の青少年の天地プレイ

グラウンドを会場として開催をされたところであります。また、大会前日に

は、本町において九州各県の選手、大会役員が一堂に集い、開始式が開催さ

れております。この大会には、長崎県から少年男子、少年女子、成年男子、

成年女子が出場し、少年男子は１回戦で鹿児島県と対戦し、３対８で敗退。

成年男子は１回戦で大分県と対戦し、２対３で惜敗。成年女子は１回戦で沖

縄県に１１対０の大差で勝利し、２回戦は福岡県に１対０で勝利。次の決勝

戦では鹿児島県に１対３で惜しくも破れ、国体出場にはなりませんでした。

川棚高等学校女子ホッケーチーム単独で編成された少年女子チームは、１回

戦で沖縄県と対戦し、５対０で勝利し、２回戦で大分県に１対０の僅差で勝

利。決勝戦は佐賀県との対戦となりました。前半、後半とも互いに得点でき

ず、シュートアウト戦にもつれ込み、１６人目で勝利を決定するという白熱

した近年まれに見る接戦を制し、昨年に引き続き２年連続の国体出場の切符

を手に入れることとなりました。愛媛国体では、１０月２日に福井県代表と

ベスト４をかけて対戦する予定となっております。本町がホッケーの町づく

りを推進するうえでも、地元川棚高校の２年連続国体出場は今後に大いに期

待できるものであり、選手の皆さんには郷土の代表として自信と誇りを胸に

全国の舞台で活躍されることを期待しているところであります。  

次に２件目でありますが、９月７日から昨日まで、第１１回全国和牛能力

共進会が宮城県仙台市において開催され、全国から種牛３３０頭、肉牛１８

３頭が出品されたところであります。長崎県から肉牛部門には８頭が出場

し、そのうち３頭が本町の肥育農家から出品されております。７区総合評価

群には、新谷の花石牧場から１頭、８区若雄後代検定牛群には野口の横山さ

んが２頭出品されております。７区の総合評価群は、同じ父親を持つ繁殖牛

４頭と肥育牛３頭の計７頭で、繁殖牛の飼養管理技術と肥育技術の両方を総

合的に評価するもので、花石牧場の肥育牛が属する長崎県は優等賞と、交雑



- 7 - 

脂肪の形状賞という、いわゆる特別賞を受賞されており、長崎和牛の質の高

さを改めて全国に証明した結果となりました。また、８区若雄後代検定牛群

は肥育牛の父となる次世代を担う、若く能力の高い種牛牛の産肉能力を競う

もので、３頭の平均的な肉質が評価の対象となる部門でありますが、この部

門でも横山さんが所属する長崎県が優等賞を受賞されております。なお、大

会２日目の繁殖農家特別表彰式において、東小串の吉﨑さんが、これまで

１，０００頭以上出荷し、地域の和牛振興に貢献したということで、特別賞

を受賞されておりますことも併せて報告をいたします。今回の共進会に出品

された両氏をはじめ、関係者の皆様に対し敬意を表しますと共に、今後、繁

殖・肥育両方に渡る技術の向上を目指し、長崎和牛のレベルアップに更なる

ご尽力を期待いたしまして、第１１回全国和牛共進会の報告とさせていただ

きます。 

次に、本定例会での行政からの提出議案でありますが、平成２８年度各会

計決算認定７件、平成２９年度各会計補正予算６件、条例改正１件、人事案

件２件、その他１件であります。提案理由につきましてはその都度、説明を

させていただきますので、よろしくご審議の上、ご決定いただきますようお

願いいたしまして、私の行政報告とさせていただきます。以上でございま

す。 

（１０：１２） 

議 長 次に、日程第５、一般質問を行います。 

  本定例会での一般質問通告者は４人であります。これから通告順にした

がって質問を許可します。まず、堀田一德議員。 

６ 番 堀 田 おはようございます。議席番号６番、堀田一德です。ふるさ

と応援寄附金について質問をいたします。 

  ふるさと納税は、ふるさとで生まれ育ち、その地域での税金の恩恵を受け

ながら、働き出すと都会に出て納税している現実があり、その格差をなくす

ために住民税の約２割をふるさとに還元しようとした制度であります。 

本町でも、ふるさと納税の受け入れ金額が近年急増しております。また、

各自治体がふるさと納税制度での寄附を得ようと、返礼品に知恵を絞って、

返礼品の自治体間競争の過熱化が問題となっております。 

最近ふるさと納税を、より地域活性化のために役立つ制度とするために、
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モノ（返礼品）からコト（政策・事業）への競争になってくると予想されま

す。ふるさと納税について、次の点を尋ねます。 

  ①返礼品のみが消費者に記憶され、自治体の特色をアピールしきれないよ

うな状況にはなりたくなく、町の政策まで興味関心を持ってもらい、個人が

応援したくなるような事業を積極的に発信すべきと考えますが、町長の考え

は。 

  ②「墓の管理」、「空き屋の見回り」、「農林水産業体験」などの返礼品

を設ける予定は。 

  ③平戸市では寄附金の使い道を公表し、どのような事業に活用し、どのよ

うな効果や成果があったのかを事細かに伝えています。また、いくら寄附を

集めたのではなく、それをどう使い、どんな効果があったのかを寄附者と共

有しないとこの制度は成り立たないと、平戸市長は新聞のインタビューで

言っております。本町でも目的により寄附をいただいております。その活用

実績を知らせるべきだが行っているのか。 

  ④ホームページが苦手な方に、本町の返礼品と情報を掲載した冊子の作成

は。 

  ⑤地域福祉、教育、観光、ふるさと創生、町長におまかせが用意されてお

ります。どの項目に１人当たりの寄附金額が多いのか。また、５０件の返礼

品が用意されておりますが、人気があるのは。 

  ⑥寄附金の使途で基金積み立てがあるが、それぞれの目標額は決めている

のか。以上でございます。 

議 長 町長。 

町 長 堀田議員のふるさと応援寄附金についてのご質問にお答えい

たします。ただいま、ふるさと応援寄附金について６項目の質問をいただき

ましたが、①では、個人の応援したくなるような事業を積極的に発信すべき

ではないかとのご提言をいただきましたが、本町のふるさと応援寄附金の取

り扱いにつきましては、川棚町ふるさと応援寄附金事務取扱要綱を定め、そ

の要綱において、寄附金の使途、いわゆる使い道を規定しているところであ

ります。そこで、寄附された方からその使途の指定があった場合、文化・ス

ポーツの充実に関する事業の場合は人づくり文化スポーツ基金へ、人材育成

に関する事業の場合は川棚町奨学資金貸付基金へ、魅力ある観光地づくりに
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関する事業の場合は観光施設整備基金へ、地域福祉の向上に関する事業の場

合は地域福祉基金へ、地域づくり、いわゆるふるさと創生に関する事業の場

合はふるさと創生基金へ、それぞれ積み立てることにしており、特に指定が

ない場合はその他町長が指定する事業に充当しているものであります。した

がって、議員の質問にあるような、寄附金の使い道についてあらかじめ特定

の具体的事業を指定しているものではありません。これは、本町のふるさと

応援寄附金が平成２７年度までは、具体的な特定の事業を指定するほどには

金額的に多くなかったので、それぞれの基金に積み立てていたものでありま

す。しかし、平成２８年度から専門サイト運営会社への委託により、イン

ターネットによる申し込みと、クレジット決済が可能になったことから、件

数・金額ともに増加しておりますので、ご質問にあったように寄附金の使い

道として応援したくなるような事業を指定して、それをＰＲすることは寄附

金の拡大を図るうえで効果があると思われます。このことについては教育・

福祉・観光など、関係各課で協議を行い、ふさわしい事業を選定して、新た

な寄附金の使い道として発信するよう速やかに検討してまいりたいと、この

ように考えております。 

  次に②についてでありますが、新たな返礼品についてのご提言でありまし

たが、こうした墓の管理、空き家の見回り、農林水産業体験といった返礼品

は常に他の市町村でも実施をされているところであります。これにつきまし

ては、実施団体の具体的な実施内容や実績などについて調査するとともに、

そうした受け皿となりそうな関係機関・団体と協議を行い、また、農林水産

業体験につきましては、農林水産課と連携するなどしながら、返礼品にする

ことができないか検討していきたいと、このように考えております。  

  次に③についてでありますが、毎年年度終了後速やかに、町ホームページ

において、寄附の状況について各分野ごとの寄附額と、その使途について掲

載を行っているところであります。しかしこれについては、①において説明

したとおり、現行では寄附金の使い道について、あらかじめ特定の具体的事

業を指定しているものではありませんので、表において掲げているだけであ

ります。このことについては①で答弁したように、寄附金の使い道として応

援したくなるような事業を具体的に指定して、それをＰＲすることと合わせ

て、より寄附の拡大につなげるように、今後改善を図るよう検討してまいり
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たいと思っております。 

  次に④についてでありますが、返礼品の冊子については一旦作成すると、

頻繁には改訂できないものであります。そして魅力ある冊子にするために

は、返礼品の数を更に増やし、特に本町の特産品である小串トマトとアスパ

ラガスをぜひ返礼品に加えてから作成したいと、このように考えておりまし

て、今まで作成を伸ばしているところであります。そこで返礼品の数も、先

ほど議員からもお話しがありましたように、現時点で５０品目を超え、更に

小串トマトとアスパラガスについても、１０月頃には返礼品に加えられる目

途がつきましたので、その手続きができ次第、冊子を作成するよう、このよ

うに計画をしているところであります。 

  ⑥につきましては、平成２８年度の実績では項目別に多い順に「町長にお

まかせ」が４８．８％、「教育」が２０．１％、「地域福祉」が１３．

７％、「ふるさと創生」が９．４％、「観光」が８％という構成比率になっ

ており、特に使途の指定がない町長におまかせが最も大きな割合を占めてお

ります。そして返礼品につきましては、事業者が特定されるような説明は、

返礼品の人気の良し悪し、その売上といったことにつながりますので、差し

控えたいと思いますが、平成２８年度実績においては総数が８８３件、その

うち最も多かったのはスイートスプリング、デコポン、温州ミカン、ぶんた

ん、ざぼんといった、いわゆる柑橘類で、合計いたしますと５５０件、総数

に占める割合は６２．３％となっております。 

次に⑥についてでありますが、基金の積み立てについては、現在のところ

目標額は特に定めておりません。以上、答弁とさせていただきます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 ふるさと納税も２４年に始まりまして、今、３年間、４年目

に入っておりますけど、２８年度からですね、先ほど町長がおっしゃいまし

たように、いろいろな返礼品があったのを全部委託をされまして、そしてイ

ンターネットで販売をしてクレジット決済をするようになったということ

で、全国各地から大きな金額が入りまして、２８年度は１，０００万を超え

たような金額になっております。今、町長が答弁をされましたけど、ほとん

ど今からしていくということで、大いに拡大をしてもらえればと思っており

ます。その中で、やっぱり活用実績を知らせるべきということで質問をしま
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したけど、今はホームページ上で年度末に報告をされておりますけど、これ

は寄附者にそういった、こういう活用をしましたよというのは、連絡はされ

ておるのですか。 

議 長 町長。 

町 長 担当課長から答弁させます。 

議 長 企画財政課長。 

企画財政課長 寄附者に対して周知をしているかというご質問でございます

が、現在それは行っておりません。私が知る限りではですね、寄附者個別に

連絡、あるいは通知をしているというケースはほとんどなかろうと思いま

す。以上です。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 寄附者に使い道を連絡していないということですけど、実際

に寄附者の方もですね、川棚町のことをいいと思って寄附をされていらっ

しゃるわけですね。そうするとやっぱりリピーターあたりをお願いをする時

にでも、こういった使い道が、使いましたというのを寄附者に報告すべきで

はないかと思うんですけど、ただ単に寄附だけをください、くださいと言う

よりも、やはりこれこれに使いましたよ、あなたの金額はこれに使わせても

らいましたというのをしていくべきではないかと思いますけど、どうです

か。 

議 長 町長。 

町 長 議員のおっしゃることはよく理解をできますが、今、担当課

長が答弁いたしましたように、あまり他の自治体も例がないようであります

ので、今後どういった形でしていくか検討をさせていただきたいと思いま

す。 

町 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 他所の市町がしていないからしないのではなくて、やはり川

棚町独自でもそういうことをしていってもいいのではないかと思います。  

次に、この冊子の作成はですね、１０月頃、そういった小串トマト・アス

パラあたりができた範囲内で検討するということでございましたけど、その

他にもですね、旬の野菜あたりを集めて、特別便として送るというふうなこ

とも考えていいと思うんですね。それはやはり単独ではなくて、ＪＡの新鮮
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市場とか、そういうところとタイアップをしてでも、そういったものを設け

るようなことはできませんか。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。冊子についての質問であったんですけど、旬

の野菜を返礼品にということで、質問の主旨がちょっとよくわかりません。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 すみません。冊子を作る時に、今、小串トマトとアスパラ辺

りを協議して載せるような話だったのですけど、それに今言ったような野菜

のあれも一緒に載せられないかということです。 

議 長 町長。 

町 長 はい。返礼品を増やすということだろうと思うんですけど、

それについてはですね、担当課の方も、例えば農林水産物であれば農林水産

課と協力しながら、開発をしているところであります。議員の気持ちはわか

るんですが、例えば小串トマトやアスパラガスについても、これは制度が発

足した当初から私共は農家、あるいはＪＡにアプローチをしてきたわけです

が、やっと今回それが実現する運びになったわけですね。そういったいわゆ

る受け手の背景もありますので、町が思ったようには進まないということも

ご理解をいただきたいと思います。ぜひ、そういった姿勢で取り組んでいる

ことをご理解をいただきたいと思います。以上でございます。  

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 そういうことで進めていただければと思います。ふるさと応

援寄附金についても全般になるわけですけど、先ほど活用実績を知らせると

いうふうな話をしましたけど、質問の中で平戸市のことを例に出しましたけ

ど、平戸市ではですね、こういった活用実績を、これはホームページ上だろ

うと思うんですけど、例えばですね、５月２日発信で学校教育のパソコンを

入れ替えました、こういったものもふるさと納税の金額で出されているわけ

ですね。それから平戸城周辺の樹木伐採を実施しました、そういうのもふる

さと納税辺りで出していらっしゃるわけですね。だから、こういうふうな活

用実績、金額まで入れて、１つの事業に対して金額まで入れて発信するとい

うのは大事ではないかと思いますけど、今はそういった、ホームページでた

だ単にですね、地域福祉に使いました、教育に使いました、観光に使いまし
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た、ふるさと創生に使いました、それから一般の町長におまかせをしました

ということだけしか書いていないわけですね。ただ、この金額も一般の町長

におまかせの中でも５７５万円は出産祝金、子育て応援金、それから川棚健

康まつりに使いましたということでつけられております。ただ、これはそれ

にどのくらい使ったというのは報告はされていないんですね。だから、そう

いった金額まで載せて報告をしたらどうかと思いますけど、いかがですか。  

議 長 町長。 

町 長 お答えします。先ほど壇上でも答弁いたしましたように、使

途についてはですね、いわゆる寄附をいただいた方の寄附金をまだ使うとい

う段になってきていないんですね。寄附者の規模によって、基金に積み立て

をしているという、そういった状況です。平戸市辺りは年間何億も寄附金が

集まりますので、当然それを原資としてパソコンを買うとか、そういった具

体的な事業ができるわけですが、川棚町の場合はまだそういった金額が集

まってきておりませんので、個々に使ったということの、まず実績もない

し、そしてそれを寄附者にお知らせするということもできておりません。今

後、寄附金額が増えていきますと、そういったことも考えていくべきではな

いかと、こう思っております。以上でございます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 いっぱい項目があるわけですけど、どの項目にですね、⑤番

目のことですけど、１人当たりの寄附金額というのは、だいたい寄附金額は

１万円以上になっておりますけど、どの項目にですね、これは町長おまかせ

が４８．８％がほとんど１万円だろうと思うんですけど、その他にですね、

例えば高額な商品がありますけど、２万円とか、それから川棚町では１５万

円以上まであるわけですけど、その中で一番多いのはたぶん１万円だろうと

思うんですけど、その他に高額で寄附というのがあるんでしょうか。  

議 長 町長。 

町 長 お答えします。議員がおっしゃるように１万円というのが一

番多いということは私も承知しておりますが、一番多かった寄附金について

はちょっと記憶がありません。担当課長もちょっと手持ちに資料がないよう

でございますので、答弁できません。 

議 長 堀田議員。 
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６ 番 堀 田 １万円が一番多いということです。それから、この５０件の

中には２万円以上、それから３万円以上ですね、それから８万円以上、それ

から１５万円以上、そういう金額が設定されておるわけですけど、なかなか

やはり高額になると、なかなか難しいという面があるかと思います。やはり

冒頭言いましたように、やはり川棚町に来てもらう、あるいは川棚町の魅力

を知ってもらうということになると、やはり先ほどから言いますように、

もっと返礼品の数を増やす努力をしていくべきだと思います。それと、この

⑥番目の基金積み立てというのがずっと、４項目ですかね、地域福祉、教

育、それから観光、ふるさと創生辺りに基金積み立てとなっております。こ

れは先ほど町長の答弁でまだそういった事業をするまでもないということ

で、なかなか使い道がわからないということでしょうけど、この目標額とい

うのはいくらぐらい貯まったら何の事業をしようということまで計画はされ

ていますか。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。先ほども言いましたように、目標額は

特に定めておりません。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 目標額を定めてなくて、やっぱり平戸市みたいに何億って集

まれば、そういった計画がすぐできると思うんですけど、川棚町の場合はま

だ１，０００万程度ですので、ちょっとしたことしかできないかと思います

けど、やはりいくらかまでの目標を決めてもらって、そしてやはりそれを使

うというふうな、４年か５年ぐらいかけて計画をしてもいいんじゃないかと

思います。やはり寄附者がですね、寄附をした町を訪れてみたいということ

になると、先ほど２番目に言いましたように、農林水産業体験が一番手っ取

り早く体験的なものをできると思うんですね。だからそういったものを今か

ら大いに計画をされてですね、川棚町の返礼品がやはりもっと魅力ある返礼

品になるようにですね、頑張っていただきたいと思います。そういうこと

で、一般質問をこれで終わります。 

（１０：４０） 

議 長 町長。 

町 長 今の堀田議員の質問に対してちょっと、再度なんですけど、
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基金の目標額を設定するメリットを、もう少し具体的に説明をいただけれ

ば、こちらも具体的な答弁ができると思いますが、質問を終わられまして大

変恐縮なんですけど、そういったところをもう少し具体的にお願いいたしま

す。 

議 長 まだ続けるんですか。質問は終わるんじゃなくて、まだ続け

るということなんですかね。はい、三岳議員。 

３ 番 三 岳 休憩を求めます。 

議 長 休憩を求めたと。 

３ 番 三 岳 はい。 

議 長 休憩を求めたわけですね。はい、今、休憩の求めがありまし

たので、戻ってください。今、三岳議員から休憩の発意があっておりますの

で、これを認めたいと思います。よろしゅうございますか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議 長 では、休憩いたします。 

（１０：４２） 

（…休  憩…） 

（１０：４８） 

議 長 再開いたします。 

ただいま休憩を取って、議会運営委員会の中で、今の堀田議員の一般質問

の流れで「終わります」という発言の後に町長からまた答弁的なものがあっ

ておりました。その辺の取り扱いについて、議会運営委員会の中での協議を

報告し、私なりの判断をさせていただきます。議会運営委員会といたしまし

ては協議の中で、堀田議員はこれで終わりますという発言をいたしておりま

すので、一般質問については終了というふうに判断すべきであるというふう

な判断であります。議長といたしましても、質問者がそのように意思を明確

にいたしておりますので、そのように取り扱いたいと思います。 

ただし、今後、質問等につきましてはそういう、改めて問題点、質問を投

げかけるような形ではなくて、区切りよく質問をしていただくことが必要で

はなかろうかというふうに判断をいたしております。 
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これで堀田議員の一般質問は終了といたします。 

議 長 ここで、しばらく休憩をいたします。 

（１０：４９） 

（…休  憩…） 

（１１：００） 

議 長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

議 長 次に久保田和惠議員。久保田議員におかれましては、本日の

質問の中で写真を使いたい旨の要望があっておりますので、これを許可をい

たしておりますので申し添えておきます。 

４ 番 久 保 田 議席番号４番、久保田和惠です。第１に石木ダム建設につい

て尋ねます。 

    県の予備調査から半世紀、川原地区の住民の方々はさまざまな分裂工作を

受けながらも、一貫して暮らしと自然、そして先祖から受け継いだ大事な土

地を守るために権力と闘ってきました。８回もの工期変更をしても未だ本体

工事にたどりつけていません。川原住民の方々は、石木ダム建設が本当に必

要な事業なのか、知事に対して話し合いに応じるよう求めていますが、未だ

実現できない状況が続いています。 

このままで行けば、一触即発の事態も招きかねません。そこで以下の点に

ついて、地元自治体の町長に尋ねます。 

１つ、平成７年６月、町と採石業者３社の間において、公害防止協定書が

結ばれています。協定書の内容は、大型トラックは午後６時半から午前７時

までは通行できないことになっています。しかし今回、６月１９日、現場事

務所の設置のための機材を運ぶために早朝３時頃、また、７月２８日の真夜

中１２時、職員が勝手に通行止めにして大型重機を搬入しています。町への

連絡なしの大型車輌の搬入について、町長の考えを尋ねます。 

２つ、石木ダム建設予定地の岩盤の安全性について、町長の考えを尋ねま

す。 

３つ目、地球温暖化のために、各地で記録的短時間雨量や、線状降水帯に

よる災害が起きています。石木ダムは川棚の治水に大いに必要と言っていま

すが、どこにどのような形で降るかわからない豪雨を石木ダムで防げるのか

尋ねます。 



- 17 - 

４つ、県は「水のわ」、「つたえる県ながさき」９月号、「石木ダムの役

割を学ぶ」などの宣伝物を県民に配布しています。川原の方々は納得のいか

ない事業認定の取消を求めて裁判を進めているところです。川原に住む住民

の心を逆なでするような県の宣伝物は配布すべきでないと思いますが、町長

の考えを尋ねます。 

５つ、戦争をくぐり抜け、町の復興に尽力されたご高齢者、川原に嫁いで

きて子どもを産み育てた女性達、生まれてからずっと闘争の中にいる子ども

達、国に翻弄され、町から見放された人達は川棚に住んで幸せと言えるの

か。憲法が保障した、国民の生命、自由、幸福追求の権利に対する町長の考

えを尋ねます。 

６つ、ダム推進の理由に、佐世保市は既存のダムの更新や土砂浚渫のため

に石木ダムが必要と言っています。この事についての町長の考えを尋ねま

す。 

７つ、平成２６年７月１１日、県は今後も事業の必要性について説明をし

ていくと約束しましたが、未だに実行されていません。知事に対して地権者

との話し合いに応じるよう働きかけをする考えはありませんか。 

    第２問、教育長にお尋ねします。教員の働き方について尋ねます。 

    過労死ラインを超える長時間勤務を強いられている教員の働き方が社会問

題になっていますが、安倍政権の「働き方改革」では、教員は対象になって

いません。８月２１日の新聞報道によると、大分県の公立中学校の教諭の死

亡が公務災害に認定されたとありました。本町の小中学校の教員が適切な勤

務時間の管理のもとで働いているか、長時間勤務が見落とされていないか、

働き方について尋ねます。以上です。 

議 長 町長。 

町 長 久保田議員から２つの項目について質問がありましたが、私

の方からは最初の石木ダム建設についてのご質問にお答えいたします。石木

ダム建設について７項目に渡って質問がありましたので、順次お答えをさせ

ていただきます。 

  まず①の、平成７年、町と採石業者３社の間において、公害防止協定書が

結ばれているが、町への連絡なしの大型車輌の搬入について町長の考えを尋

ねると、このような質問があります。この採石業に関わる公害防止協定につ
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きましては、平成７年６月７日付で川棚町と採石業者３社とで締結をされて

おり、当時の石木郷総代が立会人となっておられます。この協定は川棚町石

木地区に所在する、採石事業場における事業活動に伴って生じる公害を防止

し、地域住民の健康を守るとともに、地域の生活環境を保全するために締結

されたものであります。また、大型車輌で重機等の搬入が行なわれておりま

すが、大型車輌の通行につきましては特殊車輌通行許可制度があり、道路法

第４７条第１項、同条第２項及び車輌制限令第３条に基づき、道路管理者の

許可を受けて搬入されたものであり、今回は通行経路が県道であったため、

町への事前連絡が必要なかったものと、このように考えております。  

  次に②の、石木ダム建設予定地の岩盤の安全性についてのご質問でござい

ますが、平成２５年９月に石木ダム事業の必要性や公益性について改めて認

められたことにより、国の事業認定の告示がなされております。そこで質問

にあります、岩盤の安全性についても検討がなされ、事業認定に至っている

ものと、このように理解をいたしております。また、石木ダム建設の地盤評

価はこれまでの地質調査等の結果を踏まえ、総合的な解析評価を行い、ダム

建設に支障がないということを確認していると、このように県から説明を受

けているところであります。 

  ③の、各地で起きている記録的短時間雨量に石木ダムは対処できるのかと

いうご質問についてでありますが、石木ダムは自然調整式ダムであり、本来

川棚町流域において、おおむね１００年に１度発生すると予測される雨量に

対し、洪水調整を行う有効なダムであり、万が一計画規模を大きく超えるよ

うな降雨があった場合においても、洪水調整を行うことで、ピーク時間を遅

らせることにより、避難に要する時間を稼ぐことができると県から説明を受

けております。九州北部豪雨など、全国各地で災害が頻発している状況を踏

まえると、川棚町といたしましても１日も早いダムの完成が必要だと、この

ように考えております。 

  ④県の発行物、「水のわ」、「つたえる県ながさき」９月号、「石木ダム

の役割を学ぶ」本が配布されていることについての町長の考えについてであ

りますが、事業を進める県として、県民の理解促進のために石木ダムの必要

性などについて情報発信をされているものであり、県民の皆様の理解が深ま

ればよいことだと、このように思っております。 
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  ⑤の、憲法が保障した国民の生命、自由、幸福追求の権利に対する考えに

ついての質問でありますが、憲法第１３条ではすべての国民は個人として尊

重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の

福祉に反しない限り、立法その他の国政のうえで最大の尊重を必要とすると

あり、このことは理解をしており、尊重しなければならないと、このように

認識をいたしております。 

  ⑥のダム推進の理由に、佐世保市は既存のダムの更新や、土砂浚渫のため

に石木ダムが必要と言っているが、このことについての町長の考えはという

質問でございますが、川棚町は治水面で川棚川下流域にお住いの住民の皆様

の安全、安心を確保することが責務と、このように認識をいたしておりま

す。佐世保市の利水に関して、私が答える立場ではありません。  

  ⑦平成２６年７月１１日、県は今後も事業の必要について説明をしていく

と約束しましたが実行されていない。知事に対して地権者との話し合いに応

じるよう働きかけをする考えは、との質問でありますが、平成２６年７月１

１日の地権者面談において、知事は、知事自らが出席して説明すべきだと考

える質問がある場合には、部長からよく聞いて判断したいと、このような旨

を答えられましたが、以降の公開質問状においても、技術的、専門的な計算

根拠の資料請求がほとんどであり、知事出席の面談には至っていない状況で

あります。そこで、先月２２日の知事の定例記者会見でもそうでしたが、知

事はこれまでも静穏な状況で、こちらの申し上げることも十分お聞きいただ

ける、そして地権者の皆様方のお話を静穏な状況の中でお聞きする、そうい

う機会をいただければいつでも地権者の皆様とはお会いしたいが、話につい

ては計画を白紙に戻さないと応じないというこれまでのお話でありましたの

で、そこまではなかなか難しいものと判断し、今日に至っていると、このよ

うに述べられております。したがいまして、１３世帯の地権者の皆様が静穏

な環境の中で話し合いができる状況になれば、私が働きかけをするまでもな

く、知事は地権者の皆様とお会いすると、このように思っております。以

上、答弁とさせていただきます。 

議 長 教育長。 

教 育 長 久保田議員の教員の働き方についてのご質問にお答えしま

す。ご指摘の政府が進める「働き方改革」は、残業時間の上限を年間７２０
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時間以内、月１００時間未満などとするものです。週あたりに換算すると２

５時間を少し切る時間になります。この上限規制の対象から外されているの

が公立学校の先生達です。厚生労働省は過労死の労災認定基準として、１ヶ

月に１００時間以上、または２ヶ月から６ヶ月間に毎月約８０時間以上の残

業があった場合に、業務と発症との関係性が強いとしています。いわゆる過

労死ラインと言われるものです。 

昨年度、文部科学省は教員勤務実態調査を実施しました。月１００時間の

残業を越えるのは、小学校で１７．１％、中学校では４０．７％に登ってい

ます。更に、月８０時間以上の残業を越えている教職員は小学校で３３．

５％、中学校で５７．７％に達します。長崎県の場合は月１００時間の残業

を越えるのは、小学校で０．１６％、中学校では８．３％となっています。 

全国平均と比べるとかなり低いものになってはいます。しかし、川棚町に

おいても毎月の超勤状況報告では、月１００時間の残業を越える職員が、多

い月で７人、少ない月で１人毎月挙がってきています。このような実態は、

私も小学校、中学校ともに厳しい勤務状況にあると認識しています。  

とりわけ中学校においては、異常事態と言っても過言ではない状態です。  

中学校で残業時間が多いのは、部活動の時間が含まれているためです。放

課後、部活動の指導を終え、また職員室に戻り、次の日の授業の準備などを

してから帰宅している状況が窺えます。とりわけ教頭先生においては、朝一

番に学校に行き、学校を開錠し、職員が帰宅してから施錠するため、勤務時

間が他の職員より長いという実態があります。 

このような状況を踏まえ、長崎県においても超過勤務を改善するために、

次のような取り組みを始めています。 

１、教職員が業務に専念できる環境を確保するために、教職員の業務の見

直し及び改善。各種調査を精選する。保護者・地域人材の活用を図る。 

２、部活動においては、週１回のノー部活動デーの設定とその指導の徹

底。地域スポーツクラブや外部指導者との連携。 

３、教員の働き方の見直しにおいて、週１回の定時退勤日、ノー残業デー

の設定とその指導の徹底。教職員の意識改革の推進。学校閉庁日の設定。  

４、教職員の健康の保持増進として、教職員のメンタルヘルス対策の推

進。教職員の勤務時間の把握と指導の徹底。以上、４項目を柱として、今後
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５年間で１００時間超過勤務職員を０にすることを数値目標としています。 

川棚町においては毎月超過勤務の報告を受け、各校長に超過勤務を減らす

よう働きかけをしています。また、教職員の負担を軽減するために、早くか

ら教職員の負担軽減に努めています。まず、人的措置としてサポートティー

チャー、特別支援教育支援員、図書室司書補助職員、こころの教育相談員、

スーパーバイザー、ＡＬＴ、外国語指導支援員を町で雇用しています。授業

の準備の負担を軽減するために、学校のＩＣＴ化を進め、デジタル教科書を

取り入れています。事務や会議の時間を軽減するために、公務支援ソフトを

導入しています。部活動においては７月１４日付けで社会体育や部活動につ

いて、教育委員会から部活動指導者と保護者宛に、過度の練習や大会への出

場がないよう通知を出したところです。学校においても出退勤の管理をしっ

かり行っていますし、公務のスリム化のために夏期休業中に会議をしたり行

事を行うなど、事務が軽減するよう努めています。 

しかし、これらの取り組みは根本的な解決にはならないと私は考えていま

す。それは、ほとんどの教職員が仕事に生きがいと誇りを持っていて、児童

生徒・保護者からの信頼を得るためには、時間を惜しむことなく一所懸命仕

事に打ち込んでいるからです。例え早く学校を退庁したとしても、残業時間

には含まれていませんが、テストやノートを持ち帰ったり、保護者から電話

で相談を受けたりして、プライベートの時間がないような働き方をしている

職員もいます。国が教職員の定数を増やし、受け持ちの授業時数が減り、さ

まざまな業務を減らすなど、制度が変わらない限りは、このような状況はな

かなか改善できないと考えます。教育委員会としては、教職員が少しでも働

きやすい環境を作り、負担軽減のためにサポートしていきたいと考えていま

す。以上、答弁とさせていただきます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 では、順を追って再質問してまいります。 

  先ほど、１つ目について、町長は県道であったため、その町に対する通告

が必要ではないと解釈されて、納得されているようです。しかしですね、

やっぱり県の公共事業というのは、模範的なものにならないといけない、

やっぱりコンプライアンスを一番重視する、先端にあるのが公共事業だと思

うんですね。６月１９日にしても、大型車輌２台と普通乗用車が１０台ぐら
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い、それから２８日は大型車輌を入れているんですね。県道のそばに寝てい

る人たちは、大型車輌が通るための地響きで、地鳴りで起きられる。そうい

うことも聞いています。だから先ほど言われたように、地域の住民の健康を

守るためにこれが結ばれたというのであれば、ちゃんと県に指導するべきで

はないかと。そして、先ほどおっしゃったように、県道であったために県に

報告する必要はないとおっしゃいましたけども、私が小さいですけども町長

に先にお渡ししたこの写真をご覧になりましたでしょうか。なりましたか。

これがちょっとはっきりわからないので、青い屋根が上側で、このちょっと

先には橋がある、その手前ですね。こういうふうに護岸を壊して大型車輌が

入って行っているんですね。これから後にいろんな雨の降り方というか、そ

ういうこともあったわけです。これは県のものだから、こういうこともして

いいとお思いでしょうか。それをお尋ねします。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。まず、①の質問に対して今、再質問がありま

したが、議員からは平成７年６月７日に締結された、町と採石業者との公害

防止協定、これについての見解を質問されたわけですけれども、それについ

てはあくまでも採石業者と町とが結んだ協定書であって、石木ダム事業につ

いてのいわゆる協定内容は及ばないのではないかという答弁をさせていただ

きました。あくまでも採石業者と町が協定を締結しているということでござ

います。 

それから写真の提供をいただきまして私も見ておりますが、確かにこう

いったことでここを利用して、たぶん重機が入れられたのではないかと、こ

のように理解をいたしております。これにつきましても、私共は行政を推進

するうえでは法令遵守を基本にしておりまして、この車輌の搬入について、

あるいはこういった護岸を通したことについては、あくまでも河川管理者が

自らの判断でなさっているものでありまして、それに対して町が言える権限

はないものと、このように理解をいたしております。以上でございます。  

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 ではこれから先も、県のどういうふうな横柄な、横着なやり

方についても町長は何もおっしゃらないということと理解してよろしいで

しょうか。 
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議 長 町長。 

町 長 お答えします。県の横柄なやり方に、というふうな発言があ

りましたが、私はあくまでも法律で定められた行為であれば、町長がそれに

対して言える立場ではないということを申し上げただけであります。以上で

ございます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 今、事業認定を取り下げる裁判の最中なんですね。それでも

県のやり方には何もおっしゃらないっていう町長の考えには、ちょっとがっ

かりしました。これをいくらやっても進まないでしょうから次に行きます。 

  ２番目ですね、事業認定の告示がなされているから、総合的に調査して、

県から大丈夫という報告を受けているから大丈夫とおっしゃっている。これ

は、何て言うんですかね、地元自治体の町長として本当にこれでいいんで

しょうかと思います。起業者がこのダムは、この不適切な岩盤の上にありま

すと言うはずがありません。起業者が言うとおりにしてしまえば、本当に誰

が町民の命や財産を守る立場に立ってくれるのでしょうかと思います。私の

資料でですね、１９８３年、昭和５８年です。町長もこの時は３６歳ぐらい

だったと、私の推定からすればあるんですけどね、地区労主催の、だからそ

の当時は一般の組合員だと思いますので、ご存じだと思うんです。記憶にあ

ればですね。和光大学の教授で、生越忠さんという人が講演をなさっていま

す。この時には賛成派にも反対派にも呼びかけて講演をされているんですけ

ども、県はボイコットしてこの時には来ませんでした。この方がおっしゃっ

ているのがですね、このデータから見ても現地を１日がかりで調べても、こ

のダムは百害あって一利なしと、こういうふうにおっしゃっています。県は

セメントミルクなどで地盤の改良をすればよいと、そういうふうに思って

言ってますけども、本当にこれで起業者の言うことを鵜吞みにして、本当に

町民の命を守れると確信が持てる、そう断言できますか。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。ダムの安全性について今質問なさった

わけですが、起業者の言うことを鵜吞みにしてということではなくして、町

長としては、今、石木ダムの事業については、土地収用法に基づく事業認定

が告示されている。このことは法律的に事業の公益性、必要性が認められ
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て、そして現在進められているという状況でございます。私はそういった状

況の中で、今のような、先ほどのような発言をしたわけであります。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 この事業認定のことをもとにして、そういうふうに粛々と進

めていることに対しては何もおっしゃらないということですけども、この９

月４日の第８回の口頭弁論が長崎地裁であっていますけども、この裁判長は

証人尋問を実施する、これからも証人尋問を実施するとして、次回が１０月

３１日となっていますね。だから裁判所もまだ決定を下していない。テーブ

ルの上にはのっているけども下していないんですね。だからそれまでにはや

はり慎重を期すべきだと思います。だから事業認定が出たからと言って、そ

れをやはり、立地自治体の町長としてやっぱり違った立場で考えていくべき

だとは思いませんか。やっぱり考えることではないと。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 考える必要がないとお思いでしょうか。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。何回も言いますように、土地収用法に基づく

事業認定が告示されているということは、いわゆる事業の必要性、公益性が

そこで認められたと。そして今現在工事が進められております。そういった

中で、反対地権者はいわゆる事業認定の取消を求めた訴訟を提起されており

まして、それが今、口頭弁論があっている最中なんですね。これの結論がい

つ出るのかは私共も予測できませんけれども、現在はあくまでもそういった

裁判がなされている状況でありまして、事業認定そのものは現時点では認め

られておりますので、それによって県が、事業主体がなさっているというこ

とについては、法律上瑕疵がないわけでありますので、私がそれにどうのこ

うの言う立場ではないと、このように思います。 

  議員が後で質問されております、例えば佐世保市の事情につきましても、

この新聞記事によりますと、当時の水需要予測を計画した責任者も呼んで、

そして判断の材料にするというような記事も載っておりますので、あまりそ

ういった訴訟があって、それに直接関連するようなことを私が言うべきでは

ないと、そういった考えも持っております。以上でございます。  

議 長 久保田議員。 
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４ 番 久 保 田 先ほども壇上で言ったように、これは半世紀以上も前から進

まない事業なんですね。この佐世保市上下水道事業経営検討委員会、これは

第２回ですけども、この中の委員の中からもですね、当該事業に着手して以

来３０年が経過し、事業が長期化していることから、どこかの時点で実現の

可能性を判断し、場合によっては別の道を探る必要もあるとの意見もあった

と、これに載っています。だから、私はこれをいつまでやっても作るべきで

はないと。あの方達が土地を提供してもいいですよというふうにおっしゃっ

ていない。裁決申請の時もあの方達は署名をしていない。町が代理で署名捺

印した、そういう経緯もあるので、私も地権者も納得はしていないと思いま

す。 

  そして、次に行きます。今日も奈良県の各地で１時間に１１０ｍｍ以上の

雨がこういうふうに降りました。石木川の合流地点により、石木ダムがもし

計画されるとして、その上に降るか下に降るか、そういうことも予測されな

い。だからダムがあっても役に立たないというふうに私は思いますけども、

町長の考えをお尋ねしたいと思います。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。議員がおっしゃるように、今、異常気

象というふうに言われておりまして、いつどこでどういう雨が降るか、全く

予測できないという状況であります。そのことは十分理解をしております。

だからこそ、そういったことに対しての想定される災害には対応していくべ

きだと、これが行政の責任だというふうに思います。以上でございます。  

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 それでは全国各地にもダムを造りまくらなければ、今のよう

な状況は全国でも防げないというふうに私は解釈します。 

  次に４つ目ですね、県が「水のわ」、「つたえる県ながさき」、「石木ダ

ムの役割を学ぶ」などの宣伝物を、読みたくもない人達にも配られてきま

す。それから、「石木ダムの役割を学ぶ」という本は、駅の切符を買うとこ

ろ、何て言うところですかね、あそこにも置いてあります。だけどもです

ね、「水のわ」に掲載された人はですね、「水のわ」の１０６号です。これ

はダムマニアの人が紹介されて、ダムカレーとか、ダムの放流とか、そうい

うことを一所懸命話されてます。だけども、今、川原の人達は戦って、暑い
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日も寒い日もあそこで頑張っていらっしゃる。そこにこのダムマニアの人が

書いたことを載せたものを配布する、無神経に配布する、そういうことにも

私は納得いきません。それから、つたえるながさき、つたえるながさきの表

紙をご覧になれば、東彼杵町のことですね。ここには自然と対話をすると書

いてあるんです。自然を守るということが書いてあるんですよ。うちの町は

自然を壊す方向に突っ走っているじゃないですか。自然を壊すじゃなくて、

自然を壊される。一方的に壊される方向に突っ走っていると思います。それ

からこの役割を学ぶ本、これは小学生の低学年でもわかるようにルビが振っ

て、かわいいアニメで描いて、漫画で描いてありますが、子どもに教える本

をですね、嘘を書いてはならないと思います。特にですね、この５、６ペー

ジ、この中組が洪水によって浸かった写真を取り上げていますが、ここには

ちゃんと書くべきではないでしょうか。河川改修が進んだので、今は多くの

お家が建って、大勢の人が住んでいますというところまで書く、子ども達に

は本当のことを教えてください。それともう１つのページで。  

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 はい。 

議 長 質問は簡明にしてください。 

４ 番 久 保 田 はい。１４ページ、ダムがない場合、からっからの川になっ

たような絵を描いています。だけども四国の早明浦ダムにしてもいつもダム

の底から庁舎の跡が出てきたり、今年の夏は東京の荒川水系でも雨が降らず

に二瀬ダムというところが、干上がる寸前まで水の量が減りました。本当に

これは今、裁判中の人達にとって、こういうのを配られるというのがどんな

に心が痛むか考えられませんでしたか。 

議 長 町長。 

町 長 はい。それは全く考えなかったわけではありませんが、何回

も申し上げておりますように、すでにこの事業については８割の方が同意を

されて移転をされ、そしてその中で事業が進められております。それも川棚

町民であります。この方達は１日も早いダムの完成を願っておりますし、町

としてもやはり洪水対策ということを鑑みた場合には、やはり事業認定を受

けているこのダムの建設は必要だという認識を持っております。そういった

中で、こういった配布物が県の方から作成されて配布されることは、県民に
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理解を深めるためには良かったんじゃないかと、このように思っておりま

す。以上でございます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 正しいことが書いていないものは回収される考えはありませ

んか。駅の窓口に置いてあるこれはそのまま、これからも置き続けられます

か。 

議 長 町長。 

町 長 正しいかどうかの判断については、久保田議員は正しくない

とおっしゃってますけど、県は事実をしっかりと書いているのではないかと

思いますので、町がそれを回収するということは考えておりません。  

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 じゃあ５番目に行きます。本当に川原の人達は川棚町に生ま

れてきて、そして今は幸せとお思いでしょうか。川原の人達の現実をご存じ

でしょうか。朝の３時か４時、そのくらいから夕方の４時ぐらいまでずっ

と、日照りの日も暑い日も座ってらっしゃいます。それからダム小屋の高齢

者の方達とお話をされたことがありますか。私が議員になった頃には７、８

人いらっしゃった。でもその高齢者も今、２人ぐらいしかいらっしゃらな

い。      

もうお亡くなりになってしまっているんですね。ここで亡くなるまでこの

石木ダムのことで悩み、翻弄されて亡くなられる方、それから、４世代も一

緒に暮らしている小っちゃい子ども達も住んでいるお家、そういうところが

ありますが、その人達は本当に毎日が幸せでしょうか。３時か４時から夕方

の４時まで座り込むことをどう思われますか。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。まず、詰所に行かれたことがあるかと

いう質問に対しては、過去に訪問したことがございます。ただ、町長に就任

してからはですね、すでに事業認定の申請がなされていた状況でありました

ので、反対地権者とお会いできるような状況ではありませんでしたので、そ

れ以降は行ってはおりません。そして、今、反対のいわゆる抗議行動をされ

ておりますけど、これは地権者の皆様方、あるいはそれを応援している皆様

方が自主的にされていることであり、私がそれをどうこう言える立場ではな
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いと、このように思います。以上でございます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 自主的にしているっておっしゃいましたけども、この石木ダ

ムの建設の事業が白紙になれば、この方達は座り込む必要もない。支援者の

人達も遠くから応援に来ることもない。この川棚町のこの実態が、ここの町

から発信されていろんな県に持ち帰られて、どういうふうなことに伝わって

行くかですね。私はもう悲しい限りだと思います。 

  それから６番目に行きます。ダムの推進の理由に、朝長市長がテレビの中

でおっしゃっていることを聞いて、私はもうびっくりしました。何て言うん

ですかね、８割方をまかなっている、安定水源のですね、まかなっている佐

世保の下の原、山の田、菰田、転石など、ここの浚渫工事のために石木ダム

が必要だと。そうしたら、ここの浚渫工事が済めば石木ダムは必要なくな

る。そういうふうに解釈ができませんか。そして、その浚渫工事をするため

には、貯水池に引き込む配管をどうにかするやり方もあるのではないでしょ

うか。考えれば。ダムが浚渫のために必要だって言われるのは、とても納得

できないと思う。私は考えるべきだと思いますけど、町長はそれはどう思わ

れますか。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。朝長市長が発言された言葉であります

ので、その真意を私がどうのこうの言えることではないと思います。そう

いったことを私に質問されること自体が違和感を感じます。以上でございま

す。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 そうだとは思いません。今まで治水と利水を言ってきている

わけですよね。ずっと。佐世保市は利水、川棚町は治水。佐世保市は利水を

言ってきているわけですよ。そこに改修とか浚渫の目的が増えることになれ

ばですね、この石木ダム問題に絡めて解決を目論むなど本当に不見識も甚だ

しいと私は言わざるを得ないと思いますが、町長はやっぱり朝長市長がおっ

しゃることで、自分がどうのこうのいうことではないと。だけど、私達の町

にダムが造られるんですよね。私達の町の住民の方達の土地が、取り上げら

れようとしていることに対して市長が言うことであって、自分が考えること
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ではないで済むんでしょうか。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 はい。 

議 長 差し出がましいようですが、時間もだいぶ過ぎておりますの

で、次の質問もまだありますが、そういったことも考慮しながら答弁を求め

る時は答弁を求める、明確に質問をしていただきたいと思います。  

４ 番 久 保 田 はい。わかりました。 

議 長 はい、久保田議員。 

４ 番 久 保 田 そうしたらですね、知事に対しても白紙に戻しての話し合い

は難しいと。だけども、知事も条件を出してきたのも非公開で、それから生

活に関することや気持ちを聞くだけ、記録などは認めない。こういうふうな

ことを約束して話し合いに応じるとおっしゃっています。こういういろんな

垣根を取っ払ってですね、とにかく膝を交えて、川原の人達の心からの叫び

を聞いてほしいと、知事にぜひ働きかけてください。そうでないと私は川原

の人達のことを考えると、本当にいたたまれない気持ちになります。それを

ぜひ実行していただきたいと思います。 

  次に、教員の働き方について教育長に再質問を行います。先ほど、数字的

なことを挙げておっしゃいました。川棚町でも１００時間を超える人達が多

い月で７人、少ない時でも１人はいらっしゃると。こういう人達は主に、部

活に割かれているということですよね。 

議 長 教育長。 

教 育 長 ご質問にお答えします。中学校の方から挙がってきている数

字で、そういったことで挙がってきております。小学校の方からは該当者は

なしで挙がってきております。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 中学校の先生にもやっぱり子育てをしたり、親の介護をした

り、そういうことをしてらっしゃる方もいらっしゃると思うんですね。しか

し、私達が入学式に行った時も、やっぱり全部の先生が部活に充てられてい

るという実態を見ました。やはり地域の方々とか保護者の要望に応えて、先

生達は頑張られると思うんですね。先ほどおっしゃった仕事に生きがい、誇

りを持って、持ち帰ってまで仕事をする、こういうことをしないように教育
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委員会としては指導すべきではないでしょうか。持ち帰ってまで仕事をする

ということは、８時間の自分の時間というものがなくなってしまうことには

なりませんか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 はい、お答えします。私が現職で管理職をしていた時も、先

生方には勤務時間を早く終えて帰るように、いつも話をしておりました。た

だ、学校の教職員の仕事というのが、勉強を教えることだけじゃないんです

よね。あらゆる子ども達の生活指導、朝は登校から、休み時間のトイレの指

導、給食の指導、下校の指導、そして交通安全とか、あらゆる面にしており

ます。その間を縫って子ども達の毎日のノートも見たり、添削したりと、そ

れこそ中学校も一緒だと思いますけど、やっぱり自分の時間というのが、

ゆっくり事務をする時間というのがないんですよね。ですから、先ほども言

いましたように、教育委員会がいくら指導しても、結局そういった教職員の

仕事というのが、働き方が変わらない限りは変更できないと。ですから、教

員の仕事は勉強を教えることだけだよということで、国が法律を改定してし

ない限りは、根本的な解決にはならないと思っております。  

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 他所の自治体でもですね、それを設置したからといって先生

方の帰りが早くなるというわけではないでしょうけども、出勤とか退勤の管

理にタイムカードの導入をするというふうに考えている自治体もあるようで

す。それについても、本町も導入する考えはないかということと、それから

８月２５日の新聞によるとですね、文部科学省は２０１８年度の公立小学

校、教職員定数を３，８００人増やすよう求める方針を固めたとあります。 

小学校に新たな、英語を教科化するとかですね、深刻になっている長時間

労働に応えるとか、そういうことに対する増員だと思います。そして不登校

とか生徒指導のためにも、それから事務職員も４００人増やすとか、私の町

でも先生方が増える望みは持てますか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 はい、お答えします。まず、時間の管理ですけど、早くから

出退勤の勤務時間の自己申告というかですね、朝登校したら入力して、何時

に帰ったというようなタイムカード的なことは早くからやっておりますの
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で、特には導入する必要はないかと思います。 

それから、教職員の増員につきましては、これは町としてもお願いするし

かありませんので、川棚町に何人増員するというのは、これはもうわかりま

せん。長崎県に何人配置されるかも、これは国が決めることですのでです

ね、働きかけはしていきたいと思っておりますけども、果たして川棚町に配

置されるかどうかはわからないというとこです。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 やはり準要保護の数を見ても、ずっと増えています。やはり

それだけ家庭にも問題があり、子ども達にも問題がある。先生達が健康で働

くことによって、子ども達がのびのびと成長していく姿を見ていけると思い

ます。ぜひですね、先生方の超過勤務がなくなって、そして健康的に働ける

ようにすべきだと思います。以上で終わります。 

（１１：５０） 

議 長 ここでしばらく、休憩をいたします。 

（１１：５０） 

 

（…休 憩…） 

 

（１３：００） 

議 長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

議 長 次に、田口一信議員。 

２ 番 田 口 議席番号２番、田口一信です。農地の所有関係の明確化とい

う項目について質問をいたします。 

農地の中間管理事業により、農地を集約化する方向になっておりますが、

この制度も、制度の前提としましては、農地の所有者が明確になっているこ

とが必要であります。しかし、現状は、その農地については相続とか転居・

離農などによって、所有関係が不明確になっている、あるいは所有者がすべ

て遠くに住んでいる、などの状況にある農地が増えてきておりますし、さら

にこのことは、相続が発生するたびに複雑度が増すという状況にあるわけで

ございます。農地の所有関係が不明確になりますと、農地の有効活用ができ

なくなりますし、町の固定資産税収入にも影響すると思われますので、町と
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して農地の所有関係を明確にする手立てはないのか尋ねるということでござ

います。 

ただ、この通告についてですね、少し明確でないような内容もありますの

で、もう少し具体的に申し上げたいと思います。前提としてはですね、本日

の議論は、農地の中間管理機構の対象になり得るような農地のことを議論し

たいと思います。すなわち耕作放棄地のような条件の悪い農地ではなくて、

「機械も入る」「水の便もある」「平」というような条件の良い農地につい

ての議論ということにいたします。 

それから、中間管理機構に対しては、土地を貸し出す人と、それから中間

管理機構から農地を借り受ける人とあるんですけども、本日のこの議論は中

間管理機構と貸し手、すなわち土地の所有者、権利者についての議論という

ことになります。現在、全国の農地でですね、要するに所有権の、農地の所

有権の登記をした後に、５０年以上経っているという農地が全国の２３％に

上っているそうであります。登記後５０年ですから、もちろん５０年間その

人が耕作しているということもあり得るんですけれども、相続、亡くなって

相続というふうな形になっているという農地もかなり多いと思います。そう

いう意味で、常に相続が発生する度に、所有者が亡くなる度にですね、どん

どん面倒になっていくというふうなことになるわけです。 

沖縄県の事例ではですね、その中間管理事業に乗せるために、町が公用調

査という形で権利者を全部割り出してですね、そしてその権利者に接触をし

て、中にはアメリカとかにいる人もおったそうですが、そういうふうな接触

をして、全ての権利者の同意を取って、そして中間管理事業へその農地を登

録したというような事例があるみたいです。沖縄県の事例は、特に戦争に

よって境界関係とかが非常に不明瞭になっているという要素がかなりあるか

らではないかとは思われますが、そのようにして公用で登記簿を検査をし、

そしていろんなところに照会を出してですね、権利者を把握して、この事業

に乗せていくというふうなこともされたそうです。 

それからもう１つ他の事例では、静岡県の東伊豆町では、遊休農地の公示

制度というのを活用したっていうふうなことが書いてございます。農地法

に、遊休農地がある場合に、その地権者などに公告をしてですね、そして申

し出をしてくれと言って、６ヶ月間所有者から申し出がなかった場合に次の
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手続きに進むというような制度が、公示制度というのがあるわけですけど

も、東伊豆町ではそのような制度を利用したということがあります。ここの

場合には、登記簿上の所有者が約７０年前に死亡をしているということがわ

かったと。７０年前に死亡ですからね。で、その後その配偶者や８人の子ど

もを戸籍謄本などから全員の死亡が確認された。すなわち、相続人も全員死

亡しているというような状態の土地についてですね、公示をし、６ヶ月経っ

ても名乗り出る人がいなかったために、その後、知事の裁定を申請をして、

機構の方へ預け入れたということなんですかね。そういうふうな手続きを

取ったそうであります。ので、かなり面倒になるということはあるわけで

す。この中間管理事業についてもですね。 

それで質問としてはですね、本町の場合にはこの中間管理事業を進めるに

あたっては、そういうように複雑になっているような事例があるのかどう

か、また、そういうふうに複雑になっているというような事例があれば、今

の事例のように公用で戸籍などの調査までしてですね、そして中間管理事業

に乗っけていくというようなことまでするというふうな考えがあるのかどう

かというふうなことを、この中間管理事業に関して質問をしたいと思ってお

ります。 

それからですね、基本的に私は問題意識としてはですね、農地を個人の所

有としておく限り、必ず相続が発生しますし、相続が発生する度に権利関係

が複雑になるというのだから、そもそもそれを避ける手立てはないのかなと

いうふうな気持ちを問題意識として思っております。最も良い方法は、法人

が農地を所有すると。個人はその持ち分を相続するという格好にすれば、別

に何も問題がないわけですけれども、その法人所有ということに進まなけれ

ばならないんじゃないかなという気持ちでおります。しかもそれは、農事組

合法人とか、今、農業の経営関係の法人化というのが、これも力を入れてお

られますが、農事組合法人などにしても、あるいは農業協同組合などにして

もですね、基本は個人が土地を所有し、農業を営むというか、いわば自作農

という形態が基本にあっての農協であり、農事組合法人でありますので、そ

もそも株式方式というものではないような気がします。しかし、その相続関

係と農地の所有関係とを分けて、相続による複雑さを避けるとすれば、法人

化、株式化というふうなことが避けられないのではないかというようなこと
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を思っております。ので、私は感想としては、戦後作られた、そういった自

作農中心の農業の仕組みというのが、構造変化をすべきではないかと。現在

の社会構造の変化に対応できていないんじゃないかというふうなことを、問

題意識として思っておりますので、この問題意識の部分はですね、何か町長

の感想なり、みたいなものがあれば、お聞かせをいただきたいと思います。

以上、質問いたします。よろしくお願いします。 

議 長 町長。 

町 長 田口議員の農地の所有関係の明確化の質問について、お答え

をいたします。当初、質問状をいただいた時に、正直言いまして、あまり質

問の主旨を理解することができませんでした。今、議員が壇上で補足的な質

問をされましたので、要は農地の所有関係が不明確になりますと、農地の有

効活用ができないと、そういう視点からこの町の方で農地の所有関係を明確

化する手立てはないのかと、このような意味ではなかったかと思います。  

そこで議員も当然ご承知のことと思いますけど、農地をはじめ、不動産の

所有権につきましては、不動産登記法に定められておりまして、町が登記簿

上の所有権者に対抗することは、これは絶対できないと、このように理解を

しております。また、財産権に関わることにつきましては、これは基本的人

権の中でも財産権の不可侵として、個人の権利が保障されていることもあ

り、町が、町自らの行政処分によって農地の所有関係を明確化することはで

きないと、このように理解をいたしております。 

ただいま議員がおっしゃったように、農地中間管理事業、こういったもの

を実施をする場合には、１つの方法があるのではないかと思います。まず、

農地中間管理事業で農地を集約、集積・集約化する際に、１つの農地に複数

の権利者があり、権利者が明確であれば、権利者の２分の１以上の同意を得

て、管理行為として５年以内の利用権設定ができることになっております。

更に、権利者が明確な優良農地が相当数あり、その農地を集約、集積・集約

化する中に、権利者不明瞭な土地が一部含まれている場合、こういった場合

でも法手続きを行い、知事の裁定で集積・集約化して５年以内の利用権設定

ができることとなっているようであります。このことは先ほど、議員から壇

上で説明がありました、東伊豆町の例ではなかったかと思います。そういっ

たことで、まず壇上での答弁とさせていただきます。以上でございます。  
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議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 中間管理事業というものは、長崎県の農業振興公社ですか

ね、公社が中間管理機構になっておりますけれども、具体的な業務を各市町

村に委託になっているものと思いますので、結局、なるだけ中間管理事業を

進めていくためにはですね、先ほど言ったような調査をして、できるだけ権

利者を割り出して、調査をして進めていくというふうなことになると思うん

ですけれども、町としてもそのように進めていくという考えで良いのでしょ

うか。重ねての質問みたいになりますが、聞きます。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。当然、中間管理事業を進める場合に

は、先ほど議員が市町村に委託をしてというふうな話がありましたけど、こ

れは委託ではなくて、直接長崎県の農業振興公社の方で実施をされておりま

す。町への委託ではありません。はい。ただ、そういった中で先ほど言いま

したように、権利者が不明瞭な場合は町も協力して、先ほどおっしゃったよ

うな方法で集約を図り、５年以内の利用権設定を図るということになりま

す。以上でございます。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 それで、現実の状況ですが、川棚町内には、そのような複雑

な事例にあたるような事例があるのかどうかということと、そもそもどのよ

うな、何ｈａとか、そういうような、どのくらいの規模の農地を、そういっ

た中間管理事業に上げていくという方針、ないしは気持ちなのかというのを

お聞きしたいと思います。 

議 長 町長。 

町 長 はい。中間管理事業については、すでに集約化を図っている

ところでありますが、具体的な数字については、担当課長から答弁をさせま

す。ただ、複雑になっているという事例は、特には聞いておりません。事業

が拡大していけば、そういった事例も今後発生してくるのではないかと、こ

のように思っております。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 農地中間管理事業への集約化ということで、今後どの程度

やっていくかということですけれども、平成２８年度の実績で、中山・上組
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地区で１２．４ｈａの利用権設定を行っております。これは条件の良いとこ

ろですのでそういった場所がですね、なかなか今から増えていかないという

ことですので、努力はしていきたいと思いますけども、今のところ、今から

何ｈａという数字は出せません。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 こういうケースもあるのかなと思いますが、そういった優良

な農地であってもですね、現在は自分達は耕作していないとか、都会にいる

とか、でもきちっと借りる人があって、そういう人に貸して耕作をさせてい

るという土地は、農地はまあまあ結構あるのではないかと思いますけれど

も、きちっと農地の貸し借り関係もはっきりはしているけれどもですよ、地

権者としてはですよ、中間管理機構の手続きに乗せたいなというふうなこと

を思っている人もおるかもしれませんね。しかし、その時にもうあなたのと

ころに貸すのはやめたと、中間管理機構に貸すよと言ってしまえばですね、

今、借りている人が困るというケースもあるわけですから、そこら辺はたぶ

ん中間管理機構の内部規定としても、貸し剥がしが起きないように注意する

というふうなことがあるようです。すなわち、今、貸している人に貸さない

よと。中間管理機構に貸した方がいいよというふうなことがないようにとい

うことで、その借り賃なんかについても配慮するというふうなことになって

おるようですが、安心からすれば、中間管理機構を通して貸し借りをすると

いうのが、安心ということもあり得ると思います。 

そういう意味で、地権者の人がですね、中間管理機構に貸し出したいよと

いうふうな意向を持っていることを、どのように把握をしていっておられる

のかというのをお聞きしたいと思います。というのは、借りたい側は年に１

遍の中間管理機構が公示をして募集をするというふうなのを、借り手につい

ては募集がかかるそうですが、貸し手の方については募集をかけるというふ

うなことはないようでありますので、市町村と連携して貸し手の把握に努め

なさいというふうになっているようでありますので、貸し手の把握というも

のについては、どのような取り組みをされているのかというのをお聞きした

いと思います。 

議 長 町長。 

町 長 お答えいたします。実は、川棚町農業委員会では年に１度、
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町内の全農地について実態調査をされております。その中で、農地として活

用しているのか、自ら耕作しているのか、あるいは誰かに貸しているのか、

あるいは遊休農地なのか、もし遊休農地であれば今後どうしたいのか、そう

いったところまで調査をされております。こういったことをもとにして、そ

して中間管理事業というものがそれに反映されていく状況になっておりまし

て、これは農業委員会で今、一所懸命取り組んでいるところであります。以

上でございます。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 最後に、先ほど最後に言いました、そもそも論については何

か感想はないですか。というか、これは農地に限らず、土地全体についての

所有者不明の土地というものが問題になっているようでありまして、農林水

産省じゃなくて国土交通省の方が取り組んでですね、そういった不明土地を

明確化するために、今後取り組んでいくというふうな方向にあるようであり

ます。今年の６月に閣議決定したというふうなこともありますけれども、土

地問題全般についてのことですが、特にやっぱり農地についての問題である

し、そもそも農業の経営、形態とも関連をしてくると思うんですけども、両

方関わってきますけども、私はやっぱり法人経営という形が方向としてはよ

いのではないかと思っていますが、そういったことについての何かお考えは

ありませんか。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。先ほど、議員が壇上で社会構造の変化

によって、今の農地の所有のあり方がちょっと変わってきているのではない

かというふうな発言もありましたが、実は私もそういったことを感じており

まして、現在の不動産登記法、これが変更にならない限りは、この問題は解

決できないと、このように思っております。ただいまおっしゃったことの事

例の中には、例えばこれまで地方自治法の改正によって、いわゆる地縁団

体、地域の自治会が地縁団体として登録をすれば、その自治会が所有権を取

得することができると、こういった地方自治法の改正がなされてもおります

し、今後そういったところが少しずつ変わっていくのではないかと、私はそ

のようなところを期待をいたしております。議員からは、会社が所有をし

て、そしてそれを農家に貸付けをすればいいのではないかというようなご発
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言もありましたが、そういった場合でも会社が土地を取得するためには、そ

の土地が、所有権がはっきりしていなければ、今の不動産登記法では会社が

取得することができないわけでありますので、その前段のところが今、難し

いのではないかと、このように私は理解をいたしております。以上でござい

ます。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 今、言われたところの少し認識についてですけども、会社が

保有をしてですね、農家に貸し付けるというよりは、私が望ましい姿として

思っているのは、貸し付けるんではなくて会社そのものが農業を経営すると

いう形というふうなことがよいのではないかと、将来的な姿としてはです

ね。農業者は自作自営の農業者でなくて、その会社で働く労働者でよいので

はないかというふうなことを思っておるという、そういうことでございま

す。以上で質問を終わります。 

（１３：２５） 

議 長 次に、波戸勇則議員。 

８ 番 波 戸 ８番、波戸勇則です。通告文にしたがい、全国瞬時警報シス

テムの対応について町長及び教育長へ質問します。 

  先に、先の通告書におきましては、８月２９日早朝とするところを、８月

２８日早朝と通告しておりました。訂正方とお詫びをいたします。  

８月２９日早朝、北朝鮮が発射した弾道ミサイルは北海道上空を通過し、

太平洋上に落下しました。このミサイルは報道によると、中距離弾道ミサイ

ル火星１２であったと言われています。また９月３日には６度目の核実験を

実施するなど、北朝鮮の強行的な姿勢は今後どうなるのかと、困惑や不安が

募るばかりであります。 

さて、８月２９日の弾道ミサイル発射実験では、日本政府は６時２分、北

朝鮮西岸から東北地方の方向にミサイルが発射された模様との情報を、全国

瞬時警報システム、いわゆるＪアラートにより、北海道、東北地方など１道

１１県に伝達しました。私自身、朝のテレビで知ったわけですが、これまで

は対岸の火事ではありませんが、実際に日本でそのようなことが起こること

はないだろうと考えておりましたが、現実として全国瞬時警報システムで情

報が伝えられ、どのように行動するべきかの判断を国民自らに迫られる状況
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となりました。この時、本町は弾道ミサイル発射による警報の避難対象地域

ではありませんでしたが、最近の北朝鮮を取り巻く状況を考えると、予断を

許さない状況ではないかと考えております。国民保護ポータルサイトでは非

難を呼びかけられた場合の行動として、屋外にいる場合は近くの頑丈な建物

や地下に避難してください。近くに適当な建物等がない場合は物陰に身を隠

すか、地面に伏せ、頭部を守ってください。屋内にいる場合はできるだけ窓

から離れ、できれば窓のない部屋へ移動してくださいとなっております。北

朝鮮は３月６日の弾道ミサイル発射実験では、在日米軍基地を攻撃目標と想

定する訓練を行ったとの報道もありました。本町で考えた場合、佐世保市に

米軍佐世保基地があり、直線距離にして２０ｋｍもありません。避難先とさ

れている地下街や地下鉄もなく、地下へ避難することはできません。頑丈な

建物として耐震工事が完了している小中学校などが考えられますが、本町に

おいて、弾道ミサイル発射による全国瞬時警報システムが伝達された場合の

対応について、次の３点をお尋ねします。 

１、避難先として、頑丈な建物など、どのような場所を想定されている

か。 

２、小中学生の登下校中などの場合、対応はどのように考えているか。 

３、町全体で、避難訓練を行う考えはないか。以上を質問いたします。 

次に、通学路の防犯カメラの設置について、教育長へ質問いたします。本

町では、地域の皆様方のボランティアによる登下校中の見守り活動、交通量

が多い交差点での交通指導などの活動や、こども１１０当番の家の取り組み

など、日頃から子ども達を見守る活動が行われております。本町では重大な

事件が発生している状況ではありませんが、全国的には児童生徒が重大な事

件に巻き込まれ、被害者になる事例などが度々報道され、心を痛めていると

ころでございます。子どもたちが安全で安心して通学できるよう、地域と学

校、行政が一体となって、通学路における防犯等の抑止対策が重要と考えて

おります。防犯カメラは昼夜を問わず見守りが可能であり、犯罪などの抑止

にも有効かと考えております。反面、プライバシーの侵害や個人情報などが

含まれる映像などの管理の課題等がありますが、通学路の安全対策のより一

層の向上に向け、公共施設、消防詰所、地区公民館などの施設を利用し、防

犯カメラを設置する考えはないか尋ねます。 
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議 長 町長。 

町     長  波戸議員の全国瞬時警報システムについてのご質問にお答え

いたします。まず、全国瞬時警報システム、いわゆるＪアラートにつきまし

ては、通信衛星と市町村の同報系防災行政無線や、有線放送電話を利用し、

緊急情報を住民の皆様へ瞬時に伝達する、日本独自のシステムであります。 

対処に時間的余裕がない大規模な自然災害や、弾道ミサイル攻撃等につい

ての情報を国から住民まで、直接瞬時に伝達することができるという点が最

大の特徴であります。緊急情報を瞬時に住民の皆様へ伝達することにより、

住民に早期の避難や予防措置などを促し、被害の軽減に貢献することが期待

されているところであります。そこで議員からは、本町において、ミサイル

攻撃による全国瞬時警報システムが伝達された場合には、どうするのかとい

うことで３つの質問をいただきましたので、順次答弁をさせていただきま

す。 

  ①の避難先として頑丈な建物など、どのような場所を想定されているかに

ついてのご質問でありますが、武力攻撃事態等において、住民の避難及び避

難住民等の救援を的確かつ迅速に実施するため、国民保護法では都道府県知

事が国民保護法施行令で定める基準を満たす施設を、当該施設の管理者の同

意を得て、避難施設として予め指定しなければならないと、このように規定

をされております。このことを踏まえて知事は市町の区域の人口、市街地の

状況、防災のための避難場所の指定状況など、地域の実情を考慮し避難場所

が指定されており、本町においては県立及び町立の学校をはじめとする公共

施設、１５の施設が指定をされているところであります。町のホームページ

に県が指定する避難施設及びミサイル落下時の行動に関するＱ＆Ａを掲載

し、公表をしておりますので、ぜひ後ほどご覧いただければと思います。 

  次に②の、小中学生の登下校中などの場合の対応はどのように考えている

か、についてのご質問でありますが、小中学校の対応についてはこの後、教

育長が答弁することにいたしておりますが、弾道ミサイルは発射から極めて

短時間で着弾することから、国においてはＪアラートを活用し、緊急サイレ

ン、緊急速報メール等によって緊急情報が発せられることになっておりま

す。地方においては、国や県から発せられる情報を収集し、また、住民に対

しての避難行動についても防災無線や携帯サイトを活用し、的確に情報を発
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信していく考えであります。 

  次に③の、町全体で避難訓練を行う考えは、についてのご質問であります

が、現在、地方においては、ミサイルが着弾する前にどのような備えが必要

なのか、あるいは着弾後どのような影響があるのか詳しく把握できておりま

せんので、現時点で町全体で避難訓練の実施をするということは考えており

ません。しかし、県がこの秋、国と雲仙市の合同でミサイルの県内着弾を想

定した訓練を実施する予定でありますので、現場を視察し、今後に向けての

検討とする考えでございます。以上、答弁とさせていただきます。  

議 長 教育長。 

教 育 長 波戸議員の②の質問にお答えします。ご質問の中にありまし

たこと、そして、ただいまの町長の答弁と重なる部分があることを予めご了

承願います。北朝鮮によるミサイル発射については、大変憂慮すべき事態と

捉えています。報道によりますと、全国瞬時警報システム、以下Ｊアラート

と読みますが、伝達されてからミサイルが通過するまでわずか４分間しか間

がなかったそうです。これが東京方面だとわずか２分だそうです。佐世保方

面に来ると、もっと早いのではないかなと考えているところです。そのこと

から、不測の事態が起きた場合、警報を聞いてからいろいろと指示を出すの

は不可能と考えられます。そこで教育委員会としましては、町内の校長と検

討し、次のような対応を取るよう児童生徒、保護者へ通知を出しました。  

  １、Ｊアラート、全国瞬時警報システムを発信時の対応について。  

  （１）児童生徒が登校前や在宅時、緊急情報を注意して聞き、安全が確認

されるまで自宅で待機する。安全が確認できたら登校する。  

  （２）登下校中や屋外にいる時、できる限り頑丈な建物等に避難する。近

くに建物がない場合は、物陰に身を隠すか地面に伏せて頭部を守る。ランド

セルや鞄で身を守ることが有効と考えられる。 

  （３）学校に児童生徒がいる時、できるだけ窓から離れ、机等の下等で身

を守る。安全が確認されるまで学校に待機させる。 

  ２、休校や自宅待機等の対応を伴う場合は、緊急メールや町内放送でお知

らせいたします。 

  ３、その他。日頃からミサイル発射だけでなく、地震や台風等の災害時に

おける避難の場所や身の守り方、連絡方法を確認しておいてください。  
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このような通知を出しております。今後、有事が起こらないことを願うば

かりですが、他にも大雨や台風、地震等の災害、交通事故や火事等の事故も

考えられます。危機管理を怠らないよう、緊張感を持って業務にあたりたい

と考えております。 

次に、通学路の防犯カメラの設置について、お答えいたします。全国的に

児童が重大な事件に巻き込まれる事件等が報道される度に、命の大切さを改

めて痛感し、子ども達の安心安全を願わずにはいられません。教育委員会と

しましても、子ども達が安全で安心して学校に通えるようにするためには、

通学途上における防犯等の対策が重要だと考えるところです。波戸議員も言

われましたように、防犯カメラは昼夜を問わず監視が可能であり、犯罪の抑

止や容疑者の検挙に有効なものと考えております。金融機関や店舗などを中

心に普及してきましたが、昨今では大都市の繁華街へ設置され、犯罪抑制、

検挙率向上といった効果が表れています。また、主要道路の交差点では、交

通事故の検証にも役立っています。このような背景をもとに、通学路へ防犯

カメラを設置することが、各自治体で検討され始めました。東京都では、す

でに運用されている地区もあり、他にも大阪府や福岡県等の各自治体で計画

や運用がなされ、登下校の児童生徒を犯罪、事故被害から守るための抑止力

として効果が期待されているところです。 

しかし、設置及び維持にかかる費用や、個人情報が含まれる映像の管理な

どの課題もあります。東京都の例を挙げますと、防犯カメラの設置にかかる

費用として１台あたり３８万円がかかっているそうです。また、設置場所付

近住民のプライバシーの保護を図ることが求められ、住民の理解も必要とな

ります。そして、撮影された画像の管理が悪用されないための方策も取らな

ければなりません。このようなことから、通学路への防犯カメラの設置につ

いては、実施されている自治体の事業効果を参考にしながら、今後、研究を

進めてまいりたいと思います。 

教育委員会としましては、子どもの安心安全を守ることを第一に考え、学

校、ＰＴＡ、道路管理者、そして警察との連携を図りながら、現在地域の

方々のお力を借りて行っている登下校の引率や見守り、こども１１０当番の

家の更なる充実を図り、子どもが安全に過ごせる町づくりのため、学校と地

域とが協力できる体制が取れるよう支援してまいりたいと考えています。以
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上、答弁とさせていただきます。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 先ほど、Ｊアラートの部分で町長の方から避難先は本町の県

立学校、または公共施設等を事前に指定しているということなんですが、な

かなかここが、ホームページに載っているということなんですが、実際この

前Ｊアラートが鳴った時にどうすればいいのだろうかということが、何人か

聞かれたこともあります。そういうことでやはり町民の方に、ホームページ

には載せているかと思うんですが、更に危機迫った雰囲気の中で周知をさせ

る必要があると思うんですけども、広報誌なりに再度、町民の方に知らせる

方法等は考えていらっしゃいませんか。 

議 長 町長。 

町    長 状況が状況でありますので、それも当然必要かと思います。  

以前、このＪアラートは平成２７年度から運用されているわけですが、川

棚町に設置をした時に、一度広報には掲載したという記憶があるんですけ

ど、最近の状況は非常に厳しい状況でありますので、紙面の都合もあります

ので、来月号に載せれるかどうかわかりませんけど、ぜひそういった努力を

してみたいと思います。以上でございます。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 再度そうやって広報されるということで、助かるんですけど

も、先ほど、町長が言われました、川棚町のホームページに弾道ミサイル落

下時の行動についてということで、ホームページの方で調べることができま

す。その中でもやはり、ミサイルが発射されてから本町付近に来るまで、や

はり先ほどからあるように、２分から４、５分程度かと思うんですが、この

Ｑ＆Ａの中でもやはり問２の中で、なぜ頑丈な建物や地下街へ避難するので

すかということがあるんですが、やはり川棚町には地下街は、地下鉄の駅舎

などもありませんので、やはりこの辺は本町に合った内容に若干変更すべき

と思うんですけども、そういう変更、そういうあるもので、例えば避難場所

に、先ほど言われた県立、町立の学校等に避難してくださいみたいな、この

具体的な内容で書かれたら町民の方はもっとわかりやすいんじゃないかと思

うんですが、いかがでしょうか。 

議 長 町長。 
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町    長 担当課長に答弁をさせます。 

議 長 総務課長。 

総 務 課 長 はい、それではお答えをいたします。この弾道ミサイル落下

時の行動に関するＱ＆Ａ、これは当然国の方が作成し、公表をしたものでご

ざいます。今、波戸議員がおっしゃいました、本町に合ったような文言で公

表してはどうかというご質問でございますが、先ほど、町長も申しましたよ

うに、広報誌への掲載時にその辺も含めて考えてみたいと、このように思っ

ております。以上でございます。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 はい。それではその旨よろしくお願いいたします。 

  次に、小中学校の登下校時のことで、先ほど、教育長の方から答弁がござ

いましたけども、例えば通学途中にある頑丈な建物としてですね、病院とか

耐震が終わっている保育園とかこども園、そういう民間の施設を緊急的な受

け入れ先として、何と言うか、提携と言いますか、事業者と一緒に検討され

て、緊急的な受け入れ先として、避難先として指定するような形に持って行

くことは考えていらっしゃいませんか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 はい、お答えします。まだ、弾道ミサイルについての、避難

についての教育委員会とか各会議では、検討の議題として挙がっておりませ

んので、今後、そういったことを研究して、議題として協議していく。ま

た、協力できる事業所等ありましたらですね、そういったところに依頼にま

いりたいと思っております。以上です。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 できればそのように進めていただけたらと思っております。  

また、先ほど、学校の方で保護者等に通知をされたということで、１、

２、３ということで説明をされましたけども、例えば登下校中、見守りをボ

ランティアでされている方がいらっしゃいますので、例えば登校中に万が一

なった場合にですね、例えばボランティアの方にここ、例えば通学途中で、

ここだったら家に帰った方が早いとか、学校にそのまま行った方が早いと

か、そういうことで簡単な対応マニュアル等を考えることは、考えていらっ

しゃいませんか。 
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議 長 教育長。 

教 育 長 お答えします。それにつきましても、まだ検討しておりませ

んので、今後、対応について考えていきたいと思っております。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 検討の方、よろしくお願いしておきます。 

  ３番目の質問のところなんですけど、先ほど、町長が言われましたよう

に、県は１１月２１日に雲仙市国見町の多比良港埋立地周辺などで国民保護

計画に基づき、他国からの弾道ミサイルの県内落下を想定した国との訓練を

実施するということで、この前、新聞に載っておりました。その中で、そこ

の見学に行ってですね、職員が見学に行って対応するということを言われた

かと思うんですけども、これは何名ぐらいの職員で行かれて、そういうこと

をされる予定かお知らせください。 

議 長 町長。 

町 長 はい、お答えします。まだ先のことでありますので、そうい

う具体的なところまでは詰めておりません。今後、当然防災担当課長、係長

等は出席をさせなければと、そういうことを考えております。以上でござい

ます。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 次の防犯カメラの方で質問を移ります。先ほど、教育長の方

からありましたように、東京都、大阪府付近、または神奈川県等々で、今、

防犯カメラの設置が進んでおります。やはり先ほど、教育長が言われたよう

に、有効性、またはそういう安全面から考えて、必要性を感じているという

ことで今後、検討されるということなんですけれども、１台３８万円という

ことで、若干高額で、高額になるということが言われましたけども、例えば

防犯カメラの中で、モニターがなくてですね、例えばドライブレコーダーの

ような感じで、ただ単に録画をして、それはメモリースティックに録画をし

て、必要な時だけ取り出して見るという方法を採ると、意外と安価でできる

という情報をいただいております。先ほど、有効性等を検討しながら、今

後、設置に向けていくということなんですけども、昨日のニュースでありま

したように、小学生にキスをしたということで、容疑者が逮捕されておりま

す。これもやはり防犯カメラでそういう声掛けの様子が映っていたというこ
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とで、犯罪の抑止力、または犯人の検挙に有効と考えておりますので、ぜひ

検討していただきたいと思いますけども、この検討結果ということで、検討

次第でやはり必要だと思われた時には、やはり設置の方向に持って行きたい

とはお考えでしょうか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 はい、お答えします。防犯カメラの導入にあたっては、犯罪

の多い地区、県とかでは、県とかが補助金を出すという制度もあるようで

す。ただ長崎県の場合、調べたんですけど、そういった補助金の制度は今の

とこないみたいです。県の方としましては、ちょっと古いんですけど、平成

２０年にガイドライン、防犯カメラについてのガイドラインっていうのが出

されております。防犯カメラによって録画をする場合も、そういったいろん

なこと、要綱を定めるという条例規定もあるようです。そういった条例等の

ですね、勉強も含めましてですね、今後、検討していきたいと思いますけ

ど、何しろ校区が広くてですね、なかなか設置については難しいところもあ

ると思いますけど、主要な場所については、防犯カメラも必要になってくる

とも思われますのでですね、そういったことも今度、今後、警察の方とも協

議しまして、検討していければいいかなと思っているところです。 

議     長 波戸議員。 

８ 番 波 戸 防犯カメラの方も警察等々と協議しながら詰めていかれると

いうことですので、以上で質問を終わります。 

（１３：５３） 

議 長 質問者の通告が終了しましたので、これで一般質問を終わり

ます。 

議 長 以上をもちまして、本日の日程は全部終了をいたしました。 

本日はこれにて散会といたします。ご起立願います。お疲れ様でした。 

（１３：５４） 
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